
広島市介護予防・日常生活支援総合事業の指定訪問・通所事業に要する費用の額の算定に関 

する基準要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５条の４

 ５の３第２項の規定に基づき、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」

 という。）第１４０条の６３の２第１項第１号イ及び同項第３号イの規定により本市が定める指定

 訪問・通所事業（広島市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱（以下「事業要綱」という。）

 第８条第１項に規定する指定訪問・通所事業をいう。以下同じ。）に要する費用の額の算定に関し

 必要な事項を定めるものとする。 

 

 （定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、法、介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下

「政令」という。）、省令及び事業要綱の例によるものとする。 

 

 （費用の額の算定） 

第３条 指定訪問・通所事業に要する費用の額は、別表１に定める単位数に、別表２に定めるサー

 ビス種類に応じた１単位の単価を乗じて算定するものとする。 

２ 前項の規定により指定訪問・通所事業に要する費用の額を算定した場合において、その額に１

 円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てて計算するものとする。 

 

 （算定に関する届出） 

第４条 指定事業者（法第１１５条の４５の３第１項に規定する指定事業者をいう。）は、前条第１

 項の規定に基づき指定訪問・通所事業に要する費用の額を算定するに当たり、介護予防・日常生

 活支援総合事業費算定に係る体制等に関する届出書を市長に提出するものとする。 

２ 別表１に定める市長への届出が必要な加算は、前項の届出が毎月１５日以前に行われた場合

 には翌月から、１６日以降に行われた場合には翌々月から算定を開始するものとする。 

 

 （支給限度額管理対象外の費用の額） 

第５条 事業要綱第１１条第３項に規定する市長が定めるところにより算定した費用の額は、次の

 各号に掲げる費用の額とする。 

⑴  別表１に定める訪問介護サービス費のイからハまでの注２から注５及びトの規定による加算

に係る費用の額並びに生活援助特化型訪問サービス費のイからハまでの注２から注５及びト

の規定による加算に係る費用の額 

⑵  別表１に定める１日型デイサービス費のイの注２、注６、ヘ及びチの規定による加算に係る

費用の額並びに短時間型デイサービス費のイの注２、注６、ヘ及びチの規定による加算に係る

費用の額 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 



附 則 

 この要綱は、平成３０年１０月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

   附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

２ 施行の日から令和３年９月３０日までの間は、別表１指定訪問・通所事業費単位数表の訪問介

護サービス費のイからハまで、生活援助特化型訪問サービス費のイからハまで、１日型デイサー

ビス費のイ及び短時間型デイサービス費のイについて、それぞれの所定単位数の１０００分の１

００１に相当する単位数を算定する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年１０月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年６月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和８年６月１日から施行する。 

 


